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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

（注）１．当社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

２．第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４ 経理の状況」中、「１ 四半

期連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。 

３．自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末新株予約権）を（四半期）期末資産

の部の合計で除して算出しております。 

  

 当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容については、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

   
平成24年度第３四半期 

連結累計期間
平成25年度第３四半期 

連結累計期間
平成24年度

   
（自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日）

（自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日）

（自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日）

経常収益 百万円 70,925 79,304 94,965 

経常利益 百万円 25,091 28,984 31,871 

四半期純利益 百万円 15,314 17,500 － 

当期純利益 百万円 － － 19,377 

四半期包括利益 百万円 15,321 18,863 － 

包括利益 百万円 － － 20,496 

純資産額 百万円 132,870 148,653 138,045 

総資産額 百万円 912,166 938,122 812,531 

１株当たり四半期純利益 
金額 

円 12.85 14.69 － 

１株当たり当期純利益 
金額 

円 － － 16.27 

潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額 

円 12.84 14.67 － 

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額 

円 － － 16.24 

自己資本比率 ％ 14.53 15.80 16.95 
 

 
平成24年度第３四半期 

連結会計期間
平成25年度第３四半期 

連結会計期間

 
（自  平成24年10月１日 
 至  平成24年12月31日）

（自  平成25年10月１日 
 至  平成25年12月31日）

１株当たり四半期純利益
金額 

円 4.39 4.88 
 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期連結累計期間において、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は発生して

おりません。また、第12期有価証券報告書（平成25年６月18日提出）に記載した「事業等のリスク」に重

要な変更はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の締結は行われておりません。 

  

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当

社及び連結子会社）が判断したものであります。 

  
（1）業績の状況 

①経営成績に関する分析 

（当期間の経営成績） 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の景気は、堅調な内外需要を背景に、緩やかな回復基調を維

持しました。個人消費も、雇用・所得環境が改善する中、引き続き底堅く推移しています。 

 この間の金融環境は緩和した状態が続いており、資金調達コストが低水準で推移する中、銀行の貸出残

高は前年比で増加しております。 

 こうした環境の下、当第３四半期連結累計期間の当社連結業績は、経常収益79,304百万円、経常利益

28,984百万円、四半期純利益17,500百万円となりました。ＡＴＭ設置台数の増加による総利用件数の伸長

や、ノンバンク取引件数の改善等により、前第３四半期連結累計期間比で増収増益となりました。 

 なお、セブン銀行単体では、経常収益75,449百万円、経常利益29,809百万円、四半期純利益18,268百万

円となりました。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

        

  
前第３四半期連結累計期間

（百万円）
当第３四半期連結累計期間 

（百万円）
増減率（％）

経常収益 70,925 79,304 11.8 

経常利益 25,091 28,984 15.5 

四半期純利益 15,314 17,500 14.2 
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・セブン銀行ＡＴＭサービス 

当第３四半期連結累計期間も、セブン＆アイＨＬＤＧＳ．のグループ各社内外へのＡＴＭ設置推進

等により、ＡＴＭをご利用いただくお客さまの利便性向上に努めました。この結果、平成25年12月末

現在のＡＴＭ設置台数は19,065台（前事業年度末比5.1％増）となりました。また、当第３四半期連

結累計期間のＡＴＭ１日１台当たり平均利用件数は110.8件（前第３四半期連結累計期間比1.7％

減）、総利用件数は565百万件（同6.9％増）と推移いたしました。 

 なお、平成25年12月末現在の提携金融機関数は、新規提携等により前事業年度末から５社増加し

589社（注）となりました。 

（注）ＪＡバンク及びＪＦマリンバンクについては、業態としてそれぞれ１つとしております。 

・セブン銀行金融サービス 

平成25年12月末現在、個人のお客さまの預金口座数は1,144千口座（前事業年度末比7.3％増）、預

金残高は2,932億円（同16.7％増）となりました。個人向けローンサービスの残高は43億円（同

27.0％増）となりました。 

 海外送金サービスは外国籍のお客さまを中心に契約口座数・送金件数ともに順調に増加し、当第３

四半期連結累計期間の送金件数は279千件（前第３四半期連結累計期間比116.1％増）となりました。

また、平成25年10月に海外送金サービスの新たな営業拠点として名古屋・栄出張所を開設いたしまし

た。 

  

・海外子会社の状況 

当社の連結子会社Financial Consulting & Trading International, Inc.（以下、「ＦＣＴＩ」と

いう）は、平成25年９月にGlobal Axcess Corp.およびその米国ＡＴＭ子会社が保有するＡＴＭ事業

を買収いたしました。この結果、ＦＣＴＩの平成25年９月末現在の運営ＡＴＭ台数は7,681台となり

ました。また、ＦＣＴＩの連結対象期間（平成25年１～９月期）の業績は、経常収益39.8百万米ド

ル、経常利益1.2百万米ドル、四半期純利益0.6百万米ドルとなりました。 

  

②財政状態に関する分析 

総資産は、938,122百万円となりました。このうちＡＴＭ運営のために必要な現金預け金が588,927百

万円と過半を占めております。この他、主に為替決済、日本銀行当座貸越取引の担保等として必要な有

価証券が98,199百万円、提携金融機関との一時的な立替金であるＡＴＭ仮払金が152,205百万円となっ

ております。 

負債は、789,469百万円となりました。このうち主なものは預金であり、その残高（譲渡性預金を除

く）は449,949百万円となっております。なお、個人向け普通預金残高は163,550百万円、定期預金残高

は129,723百万円となっております。 

純資産は、148,653百万円となりました。このうち利益剰余金は84,785百万円となっております。 

  

        

  
前連結会計年度 
（百万円）（Ａ）

当第３四半期連結会計期間 
（百万円）（Ｂ）

増減（百万円） 
（Ｂ）－（Ａ）

総資産 812,531 938,122 125,590 

負債 674,486 789,469 114,982 

純資産 138,045 148,653 10,608 
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③国内・海外別収支 

当第３四半期連結累計期間の資金運用収支は、前第３四半期連結累計期間比69百万円減少し△857百

万円、役務取引等収支は同4,897百万円増加し66,541百万円、その他業務収支は同184百万円増加し55百

万円となりました。 

  

（注）１．「国内」とは、当社であります。 

２．「海外」とは、海外に本店を有する連結子会社（以下、「海外連結子会社」という。）であります。 

３．特定取引収支はありません。 

  

種類 期別
国内 海外

相殺消去額 
（△）

合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

資金運用収支 
前第３四半期連結累計期間 △788 ― ― △788 

当第３四半期連結累計期間 △857 ― ― △857 

 うち資金運用収益 
前第３四半期連結累計期間 401 ― ― 401 

当第３四半期連結累計期間 585 ― ― 585 

 うち資金調達費用 
前第３四半期連結累計期間 1,190 ― ― 1,190 

当第３四半期連結累計期間 1,443 ― ― 1,443 

役務取引等収支 
前第３四半期連結累計期間 61,644 ― ― 61,644 

当第３四半期連結累計期間 65,028 1,513 ― 66,541 

 うち役務取引等収益 
前第３四半期連結累計期間 70,459 ― ― 70,459 

当第３四半期連結累計期間 74,781 3,764 ― 78,546 

 うち役務取引等費用 
前第３四半期連結累計期間 8,815 ― ― 8,815 

当第３四半期連結累計期間 9,753 2,250 ― 12,004 

その他業務収支 
前第３四半期連結累計期間 △129 ― ― △129 

当第３四半期連結累計期間 55 ― ― 55 

 うちその他業務収益 
前第３四半期連結累計期間 33 ― ― 33 

当第３四半期連結累計期間 55 ― ― 55 

 うちその他業務費用 
前第３四半期連結累計期間 162 ― ― 162 

当第３四半期連結累計期間 0 ― ― 0 
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④国内・海外別役務取引の状況 

当第３四半期連結累計期間の役務取引等収益は、ＡＴＭ関連業務75,188百万円及び為替業務884百万

円等により合計で前第３四半期連結累計期間比8,086百万円増加し78,546百万円となりました。役務取

引等費用は、ＡＴＭ関連業務11,228百万円及び為替業務480百万円等により合計で同3,188百万円増加し

12,004百万円となりました。 

  

（注）１．「国内」とは、当社であります。 

２．「海外」とは、海外連結子会社であります。 

  

種類 期別
国内 海外

相殺消去額 
（△）

合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

役務取引等収益 
前第３四半期連結累計期間 70,459 ― ― 70,459 

当第３四半期連結累計期間 74,781 3,764 ― 78,546 

 うち預金・貸出業務 
前第３四半期連結累計期間 51 ― ― 51 

当第３四半期連結累計期間 54 ― ― 54 

 うち為替業務 
前第３四半期連結累計期間 622 ― ― 622 

当第３四半期連結累計期間 884 ― ― 884 

 うちＡＴＭ関連業務 
前第３四半期連結累計期間 67,154 ― ― 67,154 

当第３四半期連結累計期間 71,424 3,764 ― 75,188 

役務取引等費用 
前第３四半期連結累計期間 8,815 ― ― 8,815 

当第３四半期連結累計期間 9,753 2,250 ― 12,004 

 うち為替業務 
前第３四半期連結累計期間 314 ― ― 314 

当第３四半期連結累計期間 480 ― ― 480 

 うちＡＴＭ関連業務 
前第３四半期連結累計期間 8,352 ― ― 8,352 

当第３四半期連結累計期間 9,052 2,175 ― 11,228 
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⑤国内・海外別預金残高の状況 

○ 預金の種類別残高（末残） 
  

（注）１．「国内」とは、当社であります。 

２．「海外」とは、海外連結子会社であります。 

３．流動性預金＝普通預金 

４．定期性預金＝定期預金 

  

⑥国内・海外別貸出金残高の状況 

○ 業種別貸出状況（末残・構成比） 
  

（注）「国内」とは、当社であります。また、海外の貸出金期末残高はありません。 

  

種類 期別
国内 海外

相殺消去額 
（△）

合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

預金合計 
前第３四半期連結会計期間 421,459 ― ― 421,459 

当第３四半期連結会計期間 449,949 ― ― 449,949 

 うち流動性預金 
前第３四半期連結会計期間 270,801 ― ― 270,801 

当第３四半期連結会計期間 263,621 ― ― 263,621 

 うち定期性預金 
前第３四半期連結会計期間 149,085 ― ― 149,085 

当第３四半期連結会計期間 184,882 ― ― 184,882 

 うちその他 
前第３四半期連結会計期間 1,572 ― ― 1,572 

当第３四半期連結会計期間 1,445 ― ― 1,445 

譲渡性預金 
前第３四半期連結会計期間 100,300 ― ― 100,300 

当第３四半期連結会計期間 70,760 ― ― 70,760 

総合計 
前第３四半期連結会計期間 521,759 ― ― 521,759 

当第３四半期連結会計期間 520,709 ― ― 520,709 
 

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

国内 3,045 100.00 4,303 100.00 

 個人 3,045 100.00 4,303 100.00 

 法人 ― ― ― ― 

合計 3,045 ― 4,303 ― 
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（2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた問題はありません。 

  

（3）研究開発活動 

該当事項はありません。 

  

（4）従業員数 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数に著しい増減はありません。 

   

（5）主要な設備 

当第３四半期連結累計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 また、当第３四半期連結累計期間において新たに確定した重要な設備計画は、次のとおりでありま

す。 

（注）上記金額には消費税及び地方消費税を含んでおりません。 

  

会社名
店舗名 
その他

所在地 区分 設備の内容

投資予定金額 
（百万円） 資金調達 

方法
着手年月 完了予定年月

総額 既支払額

当社 本店他
東京都 
千代田区他 

新設
ＡＴＭ取引中継
バッチシステム 

2,827 79 自己資金 平成25年10月 平成27年６月
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  
(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,763,632,000 

計 4,763,632,000 

 

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成25年12月31日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,190,949,000 1,190,949,000 
東京証券取引所 
（市場第一部）

完全議決権株式であり、株主
としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式でありま
す。なお、単元株式数は100株
であります。 

計 1,190,949,000 1,190,949,000 ― ―
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  
(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  
(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成25年９月30日現在 

（注）１．「単元未満株式」欄の株式数には、当社所有の自己株式28株が含まれております。 

２．当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容を確認できず、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

平成25年９月30日現在 

  

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
（千株）

発行済株式 
総数残高 
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高 
（百万円）

資本準備金 
増減額 

（百万円）

資本準備金 
残高 

（百万円）

平成25年10月１日～ 
平成25年12月31日 

─ 1,190,949 ─ 30,509 ─ 30,509 

 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ─ ― ─ 

議決権制限株式（自己株式等） ─ ― ─ 

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─ 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）

100 
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

1,190,932,800 
 

11,909,328 
同上 

単元未満株式 16,100 ― ─ 

発行済株式総数 1,190,949,000 ― ―

総株主の議決権 ― 11,909,328 ―
 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 
（株）

他人名義 
所有株式数 
（株）

所有株式数 
の合計 
（株）

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合（％）

（自己保有株式） 
株式会社セブン銀行 

東京都千代田区丸の内一
丁目６番１号 

100 ― 100 0.0 

計 ― 100 ― 100 0.0 
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前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであり

ます。 

  
（1）新任役員 

該当事項はありません。 

  

（2）退任役員 

該当事項はありません。 

  

（3）役職の異動 

（注）執行役員の状況 

   新任の執行役員は、次のとおりであります。 

  

２ 【役員の状況】

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役常務執行役員 
海外事業部長 

取締役執行役員 大泉 琢 平成25年10月４日
 

執行役員 前川 幸司 （営業推進部長） 
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第４ 【経理の状況】 

１．当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類

は、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。 

  

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自平成25年10

月１日 至平成25年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年12月31

日）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けておりま

す。 
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

現金預け金 472,012 588,927

コールローン 30,000 25,000

有価証券 72,944 98,199

貸出金 ※1  3,387 ※1  4,303

ＡＴＭ仮払金 174,900 152,205

その他資産 9,415 10,203

有形固定資産 17,636 25,545

無形固定資産 31,166 32,832

繰延税金資産 1,133 978

貸倒引当金 △65 △72

資産の部合計 812,531 938,122

負債の部   

預金 394,315 449,949

譲渡性預金 300 70,760

コールマネー 28,300 50,000

借用金 34,000 36,000

社債 139,000 115,000

ＡＴＭ仮受金 61,766 52,437

その他負債 14,626 13,299

賞与引当金 366 97

繰延税金負債 1,811 1,925

負債の部合計 674,486 789,469

純資産の部   

資本金 30,509 30,509

資本剰余金 30,509 30,509

利益剰余金 75,621 84,785

自己株式 △0 △0

株主資本合計 136,639 145,803

その他有価証券評価差額金 21 △80

為替換算調整勘定 1,092 2,558

その他の包括利益累計額合計 1,114 2,477

新株予約権 291 371

純資産の部合計 138,045 148,653

負債及び純資産の部合計 812,531 938,122

― 13 ―



(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

経常収益 70,925 79,304

資金運用収益 401 585

（うち貸出金利息） 291 442

（うち有価証券利息配当金） 67 87

役務取引等収益 70,459 78,546

（うちＡＴＭ受入手数料） 67,154 75,188

その他業務収益 33 55

その他経常収益 30 117

経常費用 45,834 50,320

資金調達費用 1,190 1,443

（うち預金利息） 312 369

役務取引等費用 8,815 12,004

（うちＡＴＭ設置支払手数料） 8,016 10,562

（うちＡＴＭ支払手数料） 336 665

その他業務費用 162 0

営業経費 35,640 36,856

その他経常費用 24 16

経常利益 25,091 28,984

特別損失 366 289

固定資産処分損 71 289

減損損失 ※1  295 －

税金等調整前四半期純利益 24,724 28,694

法人税、住民税及び事業税 9,138 11,101

法人税等調整額 271 92

法人税等合計 9,409 11,194

少数株主損益調整前四半期純利益 15,314 17,500

四半期純利益 15,314 17,500
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 15,314 17,500

その他の包括利益 6 1,363

その他有価証券評価差額金 6 △101

為替換算調整勘定 － 1,465

四半期包括利益 15,321 18,863

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 15,321 18,863

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】 

（会計方針の変更等） 

  

  

当第３四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 

   至  平成25年12月31日）

（有形固定資産の減価償却方法の変更） 

当社は、有形固定資産の減価償却方法について、従来定率法を採用しておりましたが、第１四半期連結会計期

間より定額法に変更しております。 

 この変更は、米国子会社の買収や新型ＡＴＭへの入替をはじめとする設備投資など、事業構造や当社を取り巻

く事業環境の変化を契機とし、有形固定資産の減価償却方法を見直したものです。 

 当該見直しの結果、当社における有形固定資産はその使用期間中に均等な使用になると見込まれること、収益

が安定的に発生していること、修繕費などの維持管理費用が平準的に発生していることなどを総合的に勘案し、

当社において、定額法を採用したほうが収益と費用の対応関係がより適切であり、当社の経営実態をより適切に

反映させることができると判断し、第１四半期連結会計期間において有形固定資産の減価償却の方法を定率法か

ら定額法へ変更しました。 

 この変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の経常利益は2,703百万円、税金等調整前

四半期純利益は2,696百万円増加しております。 
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（四半期連結貸借対照表関係） 

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。 

  

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

  

（四半期連結損益計算書関係） 

※１．減損損失              

前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 

 当社は、以下の資産について減損損失を計上しております。 

  主な地域  東京都下 

  主な用途  遊休資産 

  種  類  ＡＴＭ  

   減損損失額 295百万円 

当社グループは、キャッシュ・フローを生成している最小単位である各事業会社毎に資産をグルーピ

ングしております。ただし、遊休資産については、各々独立した単位として取り扱っております。 

  第３世代ＡＴＭへの入替に伴い、将来の使用が見込まれていない資産について、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。 

なお、回収可能価額は正味売却価額を使用しており、正味売却価額については、他への転用や売却が

困難であるため、零としております。 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及

びのれんの償却額は、次のとおりであります。 

  

 
前連結会計年度 

（平成25年３月31日）
当第３四半期連結会計期間 
（平成25年12月31日）

破綻先債権額 1百万円 0百万円

延滞債権額 5百万円 4百万円

３ヵ月以上延滞債権額 0百万円 ―百万円

貸出条件緩和債権額 0百万円 ―百万円

合計額 6百万円 5百万円
 

 
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 

  至 平成24年12月31日）

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成25年12月31日）

減価償却費 9,922百万円 9,015百万円

のれんの償却額 ―百万円 828百万円
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（株主資本等関係） 

 前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 

  

１．配当金支払額 

（注）平成24年５月25日取締役会決議における１株当たり配当額３円60銭には、東京証券取引所市場第一部上場の記

念配当１円00銭を含んでおります。 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連 

    結会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

 当第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日） 

  

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連 

    結会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

   当社グループは、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月25日 
取締役会 

普通株式 4,287 3.60 平成24年３月31日 平成24年６月４日
その他利益
剰余金 

平成24年11月９日 
取締役会 

普通株式 3,870 3.25 平成24年９月30日 平成24年12月３日
その他利益
剰余金 

 

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月24日 
取締役会 

普通株式 4,168 3.50 平成25年３月31日 平成25年６月３日
その他利益
剰余金 

平成25年11月８日 
取締役会 

普通株式 4,168 3.50 平成25年９月30日 平成25年12月２日
その他利益
剰余金 
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（有価証券関係） 

※１．企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が

認められるものは、次のとおりであります。 

  

１．満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

  

２．その他有価証券 

前連結会計年度（平成25年３月31日） 

（注）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから上表の「そ

の他有価証券」には含めておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間（平成25年12月31日） 

（注）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから上表の「そ

の他有価証券」には含めておりません。 

  

（デリバティブ取引関係） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記の

対象から除いております。 

  取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額 

（百万円）
差額（百万円）

株式 151 178 26 

債券 70,614 70,621 6 

 国債 70,614 70,621 6 

 社債 ― ― ― 

合計 70,766 70,800 33 
 

  取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表 
計上額（百万円）

差額（百万円）

株式 2,151 1,991 △159 

債券 96,028 96,063 35 

 国債 81,031 81,065 33 

 社債 14,997 14,998 1 

合計 98,180 98,055 △124 
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（企業結合等関係） 

 当第３四半期連結会計期間（自 平成25年10月１日 至 平成25年12月31日） 

  

事業の譲受 

当社の連結子会社Financial Consulting & Trading International, Inc.（以下「ＦＣＴＩ」）

は、Global Axcess Corp.及びその子会社（合わせて以下「Global Axcess」）が保有するＡＴＭ事

業について、Global Axcessとの間で資産譲渡契約を締結し、平成25年９月27日に実行しました。 

なお、ＦＣＴＩの第３四半期決算日が平成25年９月30日であるため、本取引については当第３四

半期連結累計期間の四半期連結財務諸表から計上しております。 

  

１．事業譲受の概要 

(1) 事業譲受の相手企業の名称及び取得した事業の内容 

相手企業の名称    Global Axcess Corp.及びその子会社２社 

取得した事業の内容  ＡＴＭ事業 

(2) 企業結合を行った主な理由 

ＦＣＴＩの米国ＡＴＭ事業について、規模拡大及びこれに伴うコスト競争力の向上のほか、効

率的な運営に必要な拠点の確保、将来を睨んだ顧客層の拡大、米国ＡＴＭ事業に精通する人材の

確保等が可能と見込まれるため。 

(3) 企業結合日 

平成25年９月27日 

(4) 企業結合の法的形式 

現金を対価とする事業の譲受 

(5) 取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社の連結子会社であるＦＣＴＩが、現金を対価とする事業の譲受を行ったことによります。

  
２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる取得した事業の業績の期間 

平成25年９月27日から平成25年９月30日まで 

  
３．取得した事業の取得原価及びその内訳 

  

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

（1）発生したのれんの金額 

1百万米ドル 

（2）発生原因 

主として取得した事業の今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。 

（3）償却方法及び償却期間 

重要性が乏しいため、発生時の費用として全額償却しております。  

  
  

取得の対価   10百万米ドル 
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（１株当たり情報） 

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

中間配当  

 平成25年11月８日開催の取締役会において、平成25年９月30日を基準日とする剰余金の配当（第13期

の中間配当）につき、次のとおり決議いたしました。 

  

 中間配当金額                      4,168百万円 

  １株当たりの中間配当金               ３円50銭 

  

    （自 平成24年４月１日 
  至 平成24年12月31日） 

前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日 

  至 平成25年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間

（1）１株当たり四半期純利益金
額 

円 12.85 14.69 

（算定上の基礎）       

四半期純利益 百万円 15,314 17,500 

 普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ― 

普通株式に係る四半期純利益 百万円 15,314 17,500 

普通株式の期中平均株式数 千株 1,190,936 1,190,948 

（2）潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額 

円 12.84 14.67 

（算定上の基礎）       

四半期純利益調整額 百万円 ― ― 

普通株式増加数 千株 1,590 1,924 

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度

末から重要な変動があったもの

の概要 

  ― ― 

 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成26年２月10日

株式会社セブン銀行 

取締役会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株
式会社セブン銀行の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25
年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社セブン銀行及び連結子会社の平成
25年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し
ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
強調事項 
会計方針の変更等に記載されているとおり、会社は、有形固定資産の減価償却方法について、第１四半期

連結会計期間より定率法から定額法に変更している。 
 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士    山田 裕行     ㊞ 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士     宮田 世紀     ㊞ 
 

  

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年２月10日 

【会社名】 株式会社セブン銀行 

【英訳名】 Seven Bank, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 二子石 謙輔 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内一丁目６番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

  

  
 



当社代表取締役社長 二子石 謙輔は、当社の第13期第３四半期（自 平成25年10月１日 至 平成25

年12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認い

たしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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